
入試情報

学費・奨学金

入学料・授業料

■文部科学省／高等教育の修学支援新制度（給付型奨学金、授業料等の減免）　　■日本学生支援機構の奨学金
■農林水産省／新規就農者育成総合対策（就農準備資金）
　都道府県が認める道府県の農業大学校等の研修機関等で研修を受ける就農希望者に、最長2年間、月12.5万円（年間最大150万円）を交付します
■山形県／やまがた森林業次世代育成支援金制度
　森林業経営学科学生で卒業後6年間、県内森林業分野への就業者に、最長４年間、年75万円を給付します

奨学金情報

17,000円

入学考査料

山形県内者282,000円
山形県外者564,000円

入学料

535,800円

授業料（年額）

就農・就業等に向け、学内に「キャリアサポート・研修センター」を設置し、関係機関等と連携して強力にサポートします。

学生のキャリア形成支援として、１年次から４年次まで体系的に農林業分野のキャリア教育講座を開講します。講座では、本学の教育課程の学修段
階に応じ、山形県内外の農林業経営者を招いてのキャリアセミナーを開催するなど、本学卒業後の農林業分野への就農・就業に向けた職業意識の
醸成や社会人としての責任及び自覚を促すプログラムを設けます。

●在学中の支援

山形県において農林業への就農・就業支援を担っている公的機関と連携し、常時学生からの相談に応じ、卒業後のスムーズな就農・就業に向けた支
援を行います。また、山形県内では、「就農応援宣言・積極採用宣言」を行うなど、農林業界、行政、地域が連携し、学生の就農・就業をサポートします。

●就農・就業に向けた支援

卒業生がさらにキャリアアップするための、卒業後の段階に応じた農林業経営者向け研修プログラムの実施や、職員による卒業生の定期訪問活動
など、県の農林業の普及指導員による技術等の普及・指導等により卒業後も継続的にサポートします。

●卒業後の支援

就職支援情報
※この他、実習実験費等の納付を別途求めることがあります。　※以上の内容は予定であり、変更となる場合があります。
※大学独自の減免制度があります。詳しくは担当までお問合せください。

区分

東北農林専門職大学では、「アドミッション・ポリシー」を踏まえ、以下の入試内容を適切に組み合わせて実施します。

入学者選抜要項は大学のホームページ
（https://tpuaf.ac.jp/university/）から取り寄せることができます

一般選抜 総合型選抜 指定校推薦型選抜

対象
山形県内外を問わず、農業又は森林業に高い関
心を持ち、農業又は森林業の課題解決持続可能
な地域の発展に貢献する意欲がある者

高等学校等を卒業見込み又は卒
業しており、学業成績が評定平均
3.5以上で、農業又は森林業に高
い関心を持ち、課題解決や持続可
能な地域の発展に貢献する意欲
がある者

本学が指定する山形県内の高等
学校を卒業見込みで、学業成績が
評定3.5以上で、農業又は森林業
に高い関心を持ち、課題解決や持
続可能な地域の発展に貢献する意
欲があると校長が認め、及び推薦
する者

社会人：満22歳以上かつ勤務
経験３年以上の者
私費外国人留学生：日本語能力
試験でN2以上の成績を収めた
者又は相当と認められる日本語
能力を有する者

人数 農業経営学科 10名
森林業経営学科 4名

農業経営学科 10名
森林業経営学科 ２名
※東北６県の高校出身者向けの優先枠を設ける

農業経営学科 12名
森林業経営学科 2名

農業経営学科 各1名
森林業経営学科 各1名
※総合型選抜の内数

選抜
方法

●大学入学共通テスト
・ 外国語（英語）
・ 数学（①数学Ⅰ、②数学Ⅰ，Ａのいずれかを選択）
・ 理科（①物理基礎／化学基礎／生物基礎／地学基礎※、
 ②物理、③化学、④生物、⑤地学のいずれかを選択。
 ※①の場合、出題範囲４科目から２科目を選択）

●小論文　●面接　●調査書　●志望理由書

●調査書
●小論文
●面接
●志望理由書

●調査書
●面接
●志望理由書

●書類
●面接
●志望理由書

特別選抜
（社会人、私費外国人留学生）

卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）

1 農業経営学科

ア 東北・山形の地域性について理解するとともに、専門分野に留まらない知識、英語力を
含むコミュニケーション能力及び様々な文化や考え方を理解する能力を有していること。

イ 農業の生産管理に関する知識や技術を有していること。
ウ 我が国はもとより、農業に関連する世界の情勢を見据えて農業を実践していく基礎を修
得し、その上に、農業の経営管理に関する知識や技術を有していること。

エ 持続可能な地域づくりに向け、地域の関係者と農山村地域が抱える諸課題の解決など
について真摯に議論を交わすことができること。

オ 農業に関連する他分野の知識を融合又は展開することにより、農業を起点とした新たな
事業展開を図るために必要な柔軟な発想力や応用力を身に付けていること。

カ 修得した知識と技術を駆使して農業経営の課題解決に必要な情報を収集・分析・整理
するとともに、分析・整理した結果を表現し、課題の解決策を提案できる能力を有してい
ること。

2 森林業経営学科

ア　東北・山形の地域性について理解するとともに、専門分野に留まらない知識、英語力を
含むコミュニケーション能力及び様々な文化や考え方を理解する能力を有していること。

イ　森林資源の生産管理に関する知識や技術を有していること。
ウ　我が国はもとより、森林業に関連する世界の情勢を見据えて森林業を実践していく基礎
を修得し、その上に、森林業の経営管理に関する知識や技術を有していること。

エ　持続可能な地域づくりに向け、地域の関係者と農山村地域が抱える諸課題の解決など
について真摯に議論を交わすことができること。

オ　森林に関連する他分野の知識を融合又は展開することにより、森林を起点とした新た
な森林業の事業展開を図るために必要な柔軟な発想力や応用力を身に付けていること。

カ　修得した知識と技術を駆使して森林業経営の課題解決に必要な情報を収集・分析・整
理するとともに、分析・整理した結果を表現し、課題の解決策を提案できる能力を有して
いること。

教育課程編成・実施方針（カリキュラム・ポリシー）

1 農業経営学科

ア　東北・山形の地域性と一般的な教養に加えて、英語力を含むコミュニケーション能力及
び様々な文化や考え方を理解する能力を養成するための教育を実施します。

イ　農業の生産管理に関して、理論に裏付けられた知識や技術を基本とし、実際の農業経
営に活用するために必要な実践的な能力を養成するための教育を実施します。

ウ　農業の経営管理に関する基本的な知識及び国際的な農業政策や農業事情などの知識
を修得するとともに、実践的な経営管理の手法を身に付け、社会の変化に応じて農業経
営を発展させるために必要な能力を養成するための教育を実施します。

エ　持続可能な地域づくりに向け、地域の農業事情や農山村の活性化手法等の知識を活
用して諸課題を抽出し、関係者と真摯に議論を交わすことができる能力を養成するため
の教育を実施します。

オ　農業に関連する他分野の知識を学修し、農業にその知識を融合又は展開することで農
業を起点とした新たな事業展開につなげるために必要な柔軟な発想力や応用力を身に
付けるための教育を実施します。

カ　基礎科目、職業専門科目及び展開科目の学修内容を総合して、臨地実務実習先等の農
業経営の課題解決に必要な情報を収集・分析・整理し、理論的にまとめ上げ、その結果
を表現し、課題の解決策を提案できる能力を養成するための教育を実施します。

キ　学修成果の評価は、学生の基礎的・基本的な知識に加え、技能習熟度や主体的に学習
に取り組む態度、問題を解決するために必要な思考力・判断力・表現力等について、試
験、グループワーク、発表、レポート等の組合せにより総合的に判断して行います。

2 森林業経営学科

ア　東北・山形の地域性と一般的な教養に加えて、英語力を含むコミュニケーション能力及
び様々な文化や考え方を理解する能力を養成するための教育を実施します。

イ　森林資源の生産管理に関して、理論に裏付けられた知識や技術を基本とし、実際の森
林業経営に活用するために必要な実践的な能力を養成するための教育を実施します。

ウ　森林業の経営管理に関する基本的な知識及び国際的な森林業政策や森林業事情など
の知識を修得するとともに、実践的な経営管理の手法を身に付け、社会の変化に応じて
森林業経営を発展させるために必要な能力を養成するための教育を実施します。

エ　持続可能な地域づくりに向け、地域の森林業事情や農山村の活性化手法等の知識を
活用して諸課題を抽出し、関係者と真摯に議論を交わすことができる能力を養成するた
めの教育を実施します。

オ　森林に関連する他分野の知識を学修し、その知識を融合又は展開することで森林を起
点とした新たな森林業の事業展開につなげるために必要な柔軟な発想力や応用力を
身に付けるための教育を実施します。

カ　基礎科目、職業専門科目及び展開科目の学修内容を総合して、臨地実務実習先等の森
林業経営の課題解決に必要な情報を収集・分析・整理し、理論的にまとめ上げ、その結
果を表現し、課題の解決策を提案できる能力を養成するための教育を実施します。

キ　学修成果の評価は、学生の基礎的・基本的な知識に加え、技能習熟度や主体的に学習
に取り組む態度、問題を解決するために必要な思考力・判断力・表現力等について、試
験、グループワーク、発表、レポート等の組合せにより総合的に判断して行います。
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